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九州地方知事会では、平成２６年から導入された地方分権改革における「提案募集事業」

に積極的に取り組んでおり、今年も以下の１３項目について内閣府に提案しました。 

 今後、政府において検討がなされ、本年中に対応方針が決定される見込みですが、各県

と協力して、引き続き内閣府との調整等、提案実現に向けた取組を進めていきますので、

別紙のとおり提案の概要についてお知らせします。 
 
 

１ 地方創生関係：５提案 

・地方創生推進交付金における間接補助金の交付完了日の見直し 
・地方創生推進交付金に係る対象経費の明確化 
・地方創生推進交付金に係る対象経費の要件緩和 
・地方創生推進交付金申請に係る検討時間等の確保 
・地方創生拠点整備交付金の繰越手続きの簡素化 
 

２ 産業振興関係：２提案 

・事業承継税制の法令解釈の明確化による事業者の利便性の向上 
・中小企業等協同組合等からの申請・報告処理のシステム化 
 

３ その他各県に共通する課題等：６提案 

・宗教法人から暴力団の関与を排除するための宗教法人法の改正 
・土地改良事業等の工事完了年度の解釈の見直し 
・土地改良事業関係補助金等に係る変更申請の要件緩和 
・後期高齢者医療審査会の必置義務の廃止 
・国民健康保険審査会の必置義務の廃止 
・住生活基本計画策定（変更）に係る手続きの簡素化・迅速化等 
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大分県総務部行政企画課 

（九州地方知事会事務局）加来、江原 
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１　地方創生関係：５提案
No 提　案　項　目 提　案　内　容

1
地方創生推進交付金における
間接補助金の交付完了日の見
直し

　間接補助事業者の事業期間を十分に確保するため、年度末までとされている間接補助事業者への交付完了日の
見直しを求めるもの。

2 地方創生推進交付金に係る対
象経費の明確化

　地方創生推進交付金の申請に係る国・地方公共団体の事務負担軽減のため、対象経費の明確化を求めるもの。

3 地方創生推進交付金に係る対
象経費の要件緩和

　地方創生を推進するため、地方創生推進交付金に係る対象経費の要件緩和を求めるもの。

4
地方創生推進交付金申請に係
る検討時間等の確保

　地方創生推進交付金の申請に係る地方公共団体の計画作成時間の確保のため、申請様式や審査基準等につい
て、早期の情報提供を求めるもの。

5 地方創生拠点整備交付金の繰
越手続きの簡素化

　行政事務の効率化のため、地方創生拠点整備交付金の繰越手続きの簡素化を求めるもの。

2　産業振興関係：２提案
No 提　案　項　目 提　案　内　容

1
事業承継税制の法令解釈の明
確化による事業者の利便性の
向上

　事業承継税制に係る中小企業からの認定申請において、法令解釈を明確化することで、審査時間の短縮及び手
続きの簡素化を図り、事業者の利便性の向上を求めるもの。

2 中小企業等協同組合等からの
申請・報告処理のシステム化

　中小企業等協同組合等の負担軽減のため、複数の所管行政庁に対し紙媒体で行われている、中小企業等協同組
合等の決算書類、役員変更届及び定款変更認可申請書の提出のシステム化を求めるもの。

その他各県に共通する課題等：６提案
No 提　案　項　目 提　案　内　容

1
宗教法人から暴力団の関与を
排除するための宗教法人法の
改正

　宗教法人を資金源とした暴力団活動をなくすため、宗教法人の欠格事由（役員に暴力団員等が含まれているこ
と、暴力団員等がその事業活動を支配するもの）として暴力団排除に係る規定を設けるなど、宗教法人法の改正
を求めるもの。

2 土地改良事業等の工事完了年
度の解釈の見直し

　地域の開発や振興に土地を有効利用するため、土地改良事業等を行った農業振興区域内の農用地区域からの除
外要件の緩和を求めるもの。

3 土地改良事業関係補助金等に
係る変更申請の要件緩和

　土地改良事業等の実施に際し、自然災害等への迅速な対応のため、地区における経費の配分や事業量の変更に
係る変更申請の要件緩和を求めるもの。

4 後期高齢者医療審査会の必置
義務の廃止

　後期高齢者医療審査会の委員選任事務の軽減による、行政効率化及び選任された被保険者の負担軽減を求める
もの。

5 国民健康保険審査会の必置義
務の廃止

　国民健康保険審査会の委員選任事務の軽減による、行政効率化及び選任された被保険者の負担軽減を求めるも
の。

6
住生活基本計画策定（変更）
に係る手続きの簡素化・迅速
化等

　地域課題に即した迅速な計画の策定及び事務負担軽減のため、「公営住宅供給目標量」算出のための支援ツー
ルの充実や手続きの簡素化を求めるもの。

「令和２年地方分権改革に関する提案募集」に係る九州地方知事会の提案について

令和2年6月1日　九州地方知事会


